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研究成果の概要（和文）： 

本研究は、一企業の経営者、中間管理者、一般従業員といった各層へのインタビュー調査を、

複数企業に対し実施するなかで、経営理念の浸透を「内面化」と「定着化」という双方の視点

から検討した。特筆すべき結果は、「内面化」においては、転機となる経験が敷石となり理念の

理解を深化させ、それが部下対応にも影響を与えることを、「定着化」においては、理念の内容

表現が浸透プロセスに影響を与えるため、それに応じた浸透施策をとることが有効であること

を挙げることができる。 

 
研究成果の概要（英文）： 

This research has investigated the diffusion of the corporate mission from the twin 

perspectives of “internalization” and “embodiment” within the implementation at multiple 

companies of an interview survey of various levels: one company’s top executive, middle 

managers and general employees. As a result, it was clarified with regard to the 

“internalization” of the corporate mission, that watershed experiences become flagstones 

and understanding of the mission deepens, exerting an impact on the handling of 

subordinates. It was also clarified with regard to the “embodiment” of the corporate 

mission that because the “wording of the corporate mission” exerts an impact on the 

diffusion process, adopting measures for diffusion in accordance with that is effective.  
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１．研究開始当初の背景 

これまでの経営理念の浸透に関する研究

は、個人の内面に焦点をあてた「内面化」と、

理念浸透施策による組織への「定着化」の視

点のいずれかのものであった。しかし、どち

らかに偏った議論は実践的とは言いがたく、

それらを包括して検討する必要がある。また、

そのような視点からの研究が進めば、理念浸

透の具体的かつ実践的な局面が開けること

が期待でき、それは実業界にとっても有益な

結果になり得ると考えた。 

 

２．研究の目的 

一企業の経営者、中間管理者、一般従業員

といった各層へのインタビュー調査を、複数

企業に対して実施することで、縦断的かつ横

断的な発見事実が蓄積される。そして、それ

らを元に、組織に理念が浸透していくプロセ

スを、総合的・体系的に明らかにし、理念浸

透施策を提示することを目的とした。 

 

３．研究の方法 

本研究はインタビュー調査が研究方法の

柱となっている。2010 年度は堀場製作所の経

営者と中間管理者 3名に、2012 年度は堀場製

作所の一般従業員 4名にインタビュー調査を

実施した。 

本来は、それ以前に経営者と管理者を対象

とした調査データの蓄積がある、ローランド

の一般従業員にもインタビューを実施する

はずだったが、東日本大震災の影響を受け組

織が混乱しているとの理由から、協力を得る

ことができなくなった。そこで、分母数を増

やす必要があると考え、以前、経営者へのイ

ンタビュー調査を実施し、その際、理念が浸

透していると分析できた「たねや」をあらた

めて選定し、ローランドの代替えとして、

2012 年、中間管理者 2名、一般従業員 2名に

調査を実施した。しかし、有効回答を得るこ

とはできなかった。 

 
４．研究成果 
一般（若手）従業員と中間管理者の調査か

ら明らかになったことは、以下のとおりであ
る。 

（１） 若手従業員の理念の理解（内面化） 

① 若手成員は理念を主観的に解釈している 

ため、確信をもった言動につなげるには期待

や支援が必要となる 

若手成員は、自分の価値観や志向に基づき、

理念のなかにシンボルを見出し、意味を付与

する。そして、シンボルに近い他者の言動を

理念的ととらえ、理念の意味を主観的に解釈

する。しかし、それが本人の行動に反映され

るのにはタイムラグが生じる。それは職場で

の十分な経験や知恵が積み重なっていない

だけでなく、上司と自分との職務レベルの違

いなどから、自分の仕事に理想を落とし込み

にくいことが考えられる。その際、自分に向

けられた他者の前向きな言動や支援は、若手

の心に気づきや勇気をもたらし、望ましい言

動を誘発する。期待感が若手の行動をつくる

のである。 

②在籍年数が上がると、部門のミッションを

組み込んだ客観的理解が進む 

主観的解釈がモデルケースを媒介にスム

ーズに進むのに対し、部門ミッションは、自

分が理想とする働き方との間にギャップが

ある場合は、解釈の段階で葛藤が生じ、その

差を埋めようと理念に対して義務感のよう

なものが出る。無理なく理解できるようにな

るためには、職務を通したさまざまな経験や、

尊敬する上司・仲間との相互作用、自己研さ

んが不可欠である。それらは自己調整プロセ



スに一役買い、自分が理念に付与した意味だ

けにとらわれない、組織が求める客観的解釈

を進ませる。換言すれば、主観的解釈と客観

的解釈が統合され、理解が進むことで、一貫

性のある言動がとれるようになるのである。

そのため、在籍年数も大切な要素であるとい

える。 

 

（２）中間管理者の理念の理解と部下対応

（内面化と定着化） 

①理念の理解を深化させる転機となる経験 

転機となる経験（上司から助けられた、危

機感を覚えた）後に、ある直接経験（仕事で

悩んで、達成感のある仕事を行って、リーダ

ーになって部下を指導するようになって）を

経て、理念の理解が深まることが明らかにな

った。 

これは、Sandberg,J（2000）が言うように、

転機となる経験は個人の仕事に対する考え

方や姿勢を再構築するきっかけとなり、コン

ピテンシーを高める。そのような状態は、そ

の後起こる事象に対して、意味づけや省察を

引き起こしやすく、その結果、理念の理解が

進むと考えられる。つまり、個人の能力やも

のの考え方が向上するような出来事が敷石

となって、その後の経験に揺さぶりをかけ、

理念の理解が深化すると考えられる。 

 

②転機となる経験が部下対応に与える影響 

前述した転機となる経験で、彼らがその出

来事に対して「乗り越えた」という感触をも

っていること、これこそが重要な点である。

つまり、転機となる経験から何を得、それを

いかに信念とできたかが、理念の理解の深化

につながるだけでなく、部下への対応にも影

響を及ぼすのである。 

表１は、管理者が部下に対してとっている

理念浸透方法であるが、平常時にはコミュニ

ケーションをとるようにすること、また、緊

急時・問題発生時には、支援をしたり自らが

率先して動くというように、仕組みづくりが

行われていることが語られたが、それらは、

彼らの今までの上司とのかかわりや経験が

元になっていることは示唆深い。 

 

表１ 管理者がとっている理念浸透方法 

理念浸透

方法 

コミュニケーシ

ョン・言い伝え 

（男性社員：接点

を多くもつ 

女性社員：言葉

がけ） 

仕組み作り 

状況 平常時 緊急時、問題発生 

管理者の

意識 

上司からの伝承 一人でできるこ

との限界 

目的（望

まれる部

下 の 状

態） 

意識向上・ルール

規範 

実感・参画意識・

望ましい言動 

 

（３）理念の内容表現が影響を与えるもの
（定着化） 

理念の内容表現を「具体的」と「抽象的」

に分類して、分析を行った結果、具体的な場

合は、「理解→行動」というプロセスをとる

のに対し、抽象的な場合は「行動→理解」と

いうプロセスをとることが明らかになった。 

これは、理念の内容表現が具体的であれば、

文言を理解しやすい、それに即した具体例を

見つけやすい等、頭での理解が進みやすい土

壌にあるからと分析できる。それに対し、理

念の内容表現が抽象的な場合は、既有知識だ

けで、そこに記された文言を簡単に読み解い

ていくことはできず、行動することでその意

味を理解していく、「行動→理解」のプロセ

スをとることがわかった。もちろん一度の行

動で理解に結びつくわけではなく、先述した



とおり、肝心なのは本人が意義を感じられる

経験をした後に、理念が腑に落ちるという点

である。 

また、理念の内容表現は、「理念浸透の方

法・施策」にも影響を与える。これは、理念

の内容が具体的であれば、現実の状況に理念

を当てはめやすく、それを反映させた、こま

やかな浸透方法や施策を打ってでやすいの

に対し、抽象的な場合は、理念の内容に沿っ

た直接的な方法をとることはむずかしく、間

接的な方法や施策（チャレンジさせる、後ろ

姿を見せる等）がとられることになるのだろ

う。 

このことにより、理念の内容表現により、

それに応じた浸透施策やタイミングを計る

ことが、理念浸透において肝要であることが

導出できる。 

 

以上より、３年間の研究を総合して、「内

面化」と「定着化」の双方を包括した視点か

ら、理念浸透のプロセスと施策を総合的、体

系的に検討するという、所期の目的を達成す

ることができた。 
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